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1 ．はじめに―アメリカ女性大学人協会とフェローシップ・プログラム
　本論文で取り上げるのは、アメリカ女性大学人協会（American Association of 
University Women）が 1960 年代初頭に創設したカレッジ・ファカルティ・プログラ
ムである。「35 歳以上の学士課程卒女性が、大学教員としてのキャリアを歩むため、
大学院に復学することを支援する」というこのプロジェクトのそもそもの着想は後述
のように 1950 年代なかばであったが、ロックフェラー・ブラザース基金からの補助
金を得て、1962 年、 3 ヵ年の実験的プロジェクトとして開始された。それは、一種
のフェローシップ・プログラムであったが、女性に、さらには熟年の女性に限定した
ところに他に類を見ない特徴があった。
　本論文で詳細に述べるように、この実験的プロジェクトはアメリカ女性大学人協会
の外部でも成功事例と評価され 1、プロジェクト終了後の 1965 年以降、協会州管区に
よるボランタリーなプロジェクトとして継続・拡大され、結果として、1960 年代の
アメリカ女性大学人協会を代表する女性の高等教育振興運動となった 2。実際、同協
会は 1970 年初頭発行の機関誌で、1960 年代の活動を回顧した際に、「228 人の女性た
ちに、大学教授職あるいは大学行政職へ準備をする支援をおこなった」3 と指摘して
いるのである。
　アメリカ女性大学人協会は、1881 年、ボストンで結成された、女性の高等教育振
興のための団体である。その活動の一環として、1888 年には、当時、アメリカ合衆
国内では研究の機会を著しく制限されていた女性研究者に、ヨーロッパの大学で博士
号学位を取得することを支援するヨーロッパ・フェローシップ（A.A.U.W. European 
Fellowship）の授与を開始している 4。この制度は、アメリカ合衆国大学史上も、全
米的規模を持つフェローシップ制度の嚆矢のひとつとして、その歴史的意義は十二分
に評価されてよい。アメリカ女性大学人協会は以降も、フェローシップ事業を組織と
しての運動の根幹に据えており、20 世紀の初頭、近代的フェローシップの興隆（た
とえば、全米研究評議会によるナショナル・リサーチ・フェローシップ、あるいはグッ
ゲンハイム・フェローシップなど）に呼応するように、アメリカ女性大学人協会独自
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のフェローシップを創設してきた 5。この意味では、カレッジ・ファカルティ・プロ
グラムは、アメリカ女性大学人協会にとってその史上何度目かの新フェローシップ事
業であったと言ってよかろう。
　アメリカ女性大学人協会の正史には、きわめて短いが、カレッジ・ファカルティ・
プログラムが記載されており 6、さらに、アイゼンマン（Linda Eisenmann）による
定評あるアメリカ合衆国女性高等教育史では、カレッジ・ファカルティ・プログラム
を、主に女性史の視点から、規模をはじめ様々な点で対照的ともいえるもう一つの女
性団体（全米女性学生部長協会、NDWA）の運動との比較の上できわめて闊達に描
き出している 7。さらには、ロシターによる科学史の立場からの業績 8、女性への継
続高等教育としてカレッジ・ファカルティ・プログラムを捉えたフォウトの業績 9 も
挙げることができよう。
　本研究もこれらの先行業績の上に成り立つものであるが、筆者の関心は、むしろ大
学史にある。現在から振り返ると、このカレッジ・ファカルティ・プログラムの創設
は、大学史においては、やがて全米、そして全世界を巻き込んでいく学生運動の前夜
にあたる時代であった。それはさらに遡れば、その学生運動の一つの遠因となった、
高等教育人口の爆発的増大、それとともに、大学教授職が量および質という点で一大
変容を遂げた時代である。しかしながら、そのような大学教授職の一大変容は、ジェ
ンダーの観点を導入すれば、従来の研究が描き出したところとは異なった様相をみせ
るはずであろう。筆者の問題関心はまさにそこにある。
　本論文は以下の構成を採る。
　第一に、カレッジ・ファカルティ・プログラムの着想の原点を確認する。このプロ
グラムは、一つには、第二次大戦後におけるアメリカ女性大学人協会の女性高等教育
振興運動の基本方策の模索から生まれたものであり、第二には、その誕生には、ひと
りの女性大学人の存在がなければ不可能であった。
　第二に、カレッジ・ファカルティ・プログラムの設立の直前に誕生した、国家的な
フェローシップ制度、すなわち、国防教育法のフェローシップ規定について見ておく
ことにする。というのも、カレッジ・ファカルティ・プログラムは、一面では、国防
教育法によるフェローシップの女性版ということができるからである。すでに言及し
たように、アメリカ女性大学人協会は、先行する全米的フェローシップ制度を十分研
究した上で、このようなフェローシップでは完全に覆いつくせない問題―言うまで
もなく、女性の高等教育の振興という問題―への対処として、独自のフェローシッ
プを創設してきたという歴史があり、今回もまたこの前例に倣っていると見做しうる
からである。
　第三に、カレッジ・ファカルティ・プログラムの制定過程と実際の運用過程を分析
していく。これによって、言われるところの「35 歳以上の学士課程卒女性」のうち、
実際にはどのような属性をもつ人物が選ばれたのかを明らかにする。
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　最後に、本プログラムのアメリカ合衆国大学史上の意義を考察することにする。
2 ．1950 年代中葉におけるアメリカ合衆国高等教育の危機的状況
　1955 年、連邦政府は、全米から 1,800 人を集めて「教育に関する大統領委員会」を
開催した。戦後のベビーブームの時代に生まれた子どもたちが学齢期を迎えた 1950
年代、彼らを生徒として迎えたのは 1930 年代に誕生した人々の中から教員となった
人々であったが、人口動態という意味で、その母数は極端に違いすぎた。こうして、
就学前教育施設から大学まで、深刻な教員不足（および学校不足）が引き起こされた
わけであり、この問題への対処がこの会議のテーマであった 10。教員不足の原因を複
数の研究から総括的に分析した論者たちの結論は、上記の人口動態の変化に加え、①
教員への威信の低さ、②給与の低さ、③人員確保をめぐる他業種との激烈な競争、④
不利な労働環境、⑤教員免許基準が高いこと、などをいかに解決するのか、というも
のであった 11。
　高等教育人口の激増は、この会議の議論の直接の対象にはならなかったものの、高
等教育もまた、教員不足という点で、同様の、あるいはさらに深刻な状況を露呈させ
つつあったのである。この状況をもっともよく証言しているのが、アメリカ教育審議
会のカレッジ教育委員会が出版した報告書、『生涯の仕事としてのカレッジでの教授
（College Teaching as a Career）』（1958 年）であった。
　同報告書は冒頭で、「これまでに、教
ティーチング
授という職を共鳴的に述べることはほとんど
行われてこなかったし、ましてや、最善の知性を、教
ティーチング
授という高度専門職に招き入れ
ようという意識的な努力もなされてこなかった」12 とした上で、大学教授職の現状と
将来展望を 3 人の大学教員に語ってもらうという形式を採っている。
　この中のひとりで、当時は全米に知られた名教師であったマーク・ヴァン・ドーレ
ンの文章によって、当時、大学教員を志望した若者たちも恐らく多かったと思われる。
「カレッジの教師は真理の探究に身を捧げている。そして、まさにそのような人として、
真理を隠蔽したり捻じ曲げたりすることで報酬をえている人々の羨望の的となるので
ある。カレッジの教師とは、みずからがなしうる限りにおいて、正直で、謙遜で、真
剣であることで報酬をえている唯一の人物なのである。というのも、真実の価値はつ
ねに知りえないのであるから、彼はおもに、感謝と愛情によって―その価値も同じ
く知りえない―報われるのである」13 という一節は、その後、絶えて聴くことがで
きなくなったにもかかわらず、今、改めて読み直せば、やはりすべての大学教員への
不易の忠言として、心を打たれない人はいないであろう。
　しかしながら、今度は、本書で提示された、1950 年代末の大学教員のステータス・
レポートを見るならば、この時代以降、大学教授職が空前絶後ともいうべき変転を経
験したことを認識せざるをえまい。本書でイールズによる調査研究が明らかにした、
－ 3 －
アメリカ女性大学人協会による女性大学教員養成プロジェクト 
1950 年代末の大学教員のプロファイルの一端は以下に示すとおりであった 14。
　（ 1 ） 1957 年の時点で、大学数は 1,937 校である。大学数で私立が 65％、公立が
35％となっているが、全教員のおよそ 50％が公立大学に雇用されている。大
学全体の、約 4 分の 1 がジュニア・カレッジ（短期大学）である。「大学院
の教育あるいはプロフェッショナルの教育が提供されているという意味で、
真の大学（true universities）は、全体の 10 分の 1 に過ぎない」15。
　（ 2 ） 四年制大学全教員（150,846 人）について、その取得最高学位を見ると、博士
が 37％、修士が 38％、プロフェッショナル学位が 10％、学士が 13％、大学
学位なしが 2 ％であった。
　（ 3 ） 大学教員の俸給（ 9 か月ベース）の中央値は、以下のとおりであった。すな
わち、教授 8,072 ドル、准教授 6,563 ドル、助教授 5,595 ドル、講師 5,462 ド
ルであった。「他の高度専門職に比べれば、近年の大学教員の給与は高くない
状況が続いている。にもかかわらず、大学での雇用は、給与以外での実質的
な手当てを伴っており、他に比べて、比較的安定しているというのが事実で
ある。ほとんどの大学での現時点の給与は、小さな家族であれば、ぜいたく
な暮らしはできないが、安定した暮らしは可能である」16。
　（ 4 ） 過去 10 年間で、女性は、修士号取得者の 3 分の 1 を占めるに至った。ただ
し、同期間の博士号総数（75,000 件）を母数とすると、全体の 10 分の 1 に
も満たない。「1956 年に 727 大学を調査したところ、このうち 5 分の 4 の
大学が、教員として女性を多数採用する用意があると答えている」17。
　（ 5 ） 現状では、四年制大学に新たに雇用される者のうち博士号を取得している者
は全体の 4 分の 1 に満たない。これ以外の者は、就職後に博士号を目指し
ていくことになり、このうちの多数が、実際に、博士号を取得することになる。
「したがって、修士号が、大学教員として開始する際の最小限の要件というこ
とになる」18。
　このプロファイルの中で、本論文との関係でもっとも注目すべきなのは、四年制大
学教員の中での博士号取得者の少なさであろう。また、大学教授市場への女性の参入
が期待されていたことであろう。
　ところで、大学は、その教員不足への対策として、たとえ弥縫策であっても、様々
な方途を模索・実施していた。フォード財団系のある調査（1956 年度実施）によれば、
それらは、①退職教授あるいは退職した他職階の者を再雇用する、②他業種で主要な
収入を得ている者をパートタイムとして雇用、③他大学と教員あるいは施設を共同使
用する、④資格的には従前よりもやや劣った者を新教員として雇用する、⑤従前より
も高い給与で新教員を雇用する、などであった 19。
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　さて、アメリカ女性大学人協会にとって 1955 年は、後のカレッジ・ファカルティ・
プログラムの実施にとって原点となる年にもなった。当時、協会の高等教育担当専門
委員であったドーラン（Eleanor F. Dolan, 1907-1987）は、アメリカ合衆国でもっと
も多くの学位を出していた主要大学院に対して、「35 歳以上の大学卒女性の大学院へ
の受け入れ」について、質問票調査をおこなっている。「増加しつつある入学者の需
要にこたえるべく、有資格のカレッジ・大学授業担当者の数を増加させるために」、
アメリカ女性大学人協会は、「女性が大学院の上級課程に進み最後には博士号を取得
するよう激励するべく、本協会にできることはなんでもやりたいと願っております」
という書き出しで始まるフェイス・シートに続く質問票には、「大学院学位を目指し
ている 35 歳以上の受験者の受け入れについての貴大学院の基本的方針は何でしょう
か」ほか、全 10 項目の質問が付されていた 20。
　では、この調査を指導したドーランとはどのような人物であったのか 21。
　1907 年、マサチューセッツ州ケンブリッジ出身で、学士課程をウェルズレイ（1927
年）で修めた後、その後の大学院の修士号（1928 年）および博士号（1935 年、経済学）
をハーバード大学ラドクリフ・カレッジで取得している。すなわち、すべての学位を、
当時、セブン・シスターズと呼ばれた名門女性カレッジで取得しているわけであり、
これは、協会の旧世代（19 世紀末までに生まれた世代）の学歴―当時は、女性にとっ
て優秀な教育を求めた場合、共学制大学ではなく女性カレッジに入学せざるをえない
―を彷彿とさせるものであり、彼女の世代ではむしろ少数派に属するはずである。
　学位取得後、いくつかの短期の仕事をしたあと、1941 年に、オハイオ州のウエス
タン・リザーブ大学の一部を成すフローラ・ストーン・マザー女性カレッジの政治学
教授に就任している。そして、1950 年にはアメリカ女性大学人協会に移り、前述の
ように高等教育担当専門委員（associate）に就任する 22。アメリカ女性大学人協会は
この時点で、その教育に関する委員会の組織改革をおこない、それまで、全教育階梯
を掌握していた教育部門から高等教育を独立させて二部門制にしており、ドーランは、
その高等教育部門を担当する最高責任者となったわけである。そして、結果としては、
ドーランにとっては、この仕事が、以降の彼女のキャリアそのものを決定する―女
性、とりわけ、熟年層の女性の高等教育振興のための新たな方途の模索―ことになっ
た。1967 年には、今度は連邦教育局に移り、大学院フェローシップ関係の業務、さ
らには、女性高等教育の振興に携わることになるが、これらは、協会時代にドーラン
がおこなっていた仕事の集大成・延長とも言うべきものであった 23。　
　先述の質問票調査は、この時点で協会が実際に、「35 歳以上の大学卒女性の大学院
への受け入れ」の運動を行うためのものではなかった。しかしながら、その可能性へ
の模索は以下に見るように調査研究として着実に継続されていく。この間、他方では、
大学教員不足の実態を明らかにした報告書や勧告書が続々と刊行され、アメリカ女性
大学人協会としてもその機関誌に関連情報を掲載する。
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　たとえば、1958 年の協会の機関誌には、woman power といったことばが、さらに
は、女性の能力が無駄にされている状態を false economy（ハイスクール卒業生で上
位 10％で大学に進学しない者の三分の二が女性である）ということばで表現するよ
うになる 24。そして、これらの新語を生み出したものこそ、国防教育法の策定とその
成立であったのである。
3 ．国防教育法の成立と新たなフェローシップ・プログラム
　国防教育法は、よく知られるように、1957 年のソビエト連邦による人類史上最初
の人工衛星の打ち上げ成功に端を発した、連邦政府による教育援助法であるが、その
適用範囲は、初等教育から高等教育に至るまで―まさに、全教育階梯を通じて、ソ
ビエト連邦を凌駕する（wo）man power を開発する―に及んでおり、連邦の教育
関与増大の画期となった法律である。本研究との直接のかかわりでは、その第 4 条
（Title IV）の国防教育フェローシップが重要である。これは、「より多くの大学教員
の供給」のために、一方で、①「大学院プログラムが、（全国的に―引用者注）広
く利用できない」という現状を改善すると同時に、他方で、②大きな資金を必要とす
る大学院プログラムの充実のために、大学院生・大学双方に連邦政府が援助をおこな
うものであった 25。
　この国防教育フェローシップは、大学院プログラムに付くものであり、しかも、①
既存のそれではなく、「新設あるいは拡充した」プログラム―大学の側が連邦政府
に申請して、認可を受けた大学院プログラム―が対象であり、②大学院生には、 3
年間での博士号取得をめざして、授業料等を免除の上、給付金を支給、大学の側には
受け入れ大学院生数に応じて、教育援助費を支給するというものであった。すなわち、
大学院生への経済援助政策なのであるが、それは結果として、新たな大学院プログラ
ムの立ち上げをも促進するものなのであり、これによって「大学院プログラムが、広
く利用できない」という現状を改善しようとするものであった。
　当時、ハーバード大学の学生であったウィリアム・W・カットラー三世のメモワー
ルは、このフェローシップが、全米の大学および大学院生にあたえた影響力をよく物
語っている。元来は医学準備教育課程として科学コースを学んでいたものの成績が思
わしくなく、歴史学へ転向したカットラーは、四年生の第一学期となり、進路をきめ
るために指導教員であった著名な歴史学者バーナード・ベイリンに相談に行く。だが、
ベイリン教授との会合でも進路決定が、はかばかしく進むようには思えなかった。将
来を決めるために時間が必要と判断した彼は、外部の大学院を受験し始めるが、そこ
で、夢のように魅力的な話を聞くことになる。
　教育学で修士号を取ろうと 4 つの大学院を受験した私の前に、「歴史学」が割
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り込んできたのである。というのも、 4 大学のひとつが、私にとって抗いがた
いオファーを―国防教育法フェローシップの提供を申し出たのである。授業料
が三年間免除で、かつ、初年度年額 2,200 ドルから昇給する給付金が付くという
のである。コーネル大学の教育大学院がフェローシップを（連邦政府から―引
用者注） 4 つ確保しており、もし私が、教育基礎論の博士課程への入学を承諾
すれば、このうち一つは私のものになるのだという。当時私は、5 年前のスプー
トニクの打ち上げへの直接的対応として成立した連邦法について、ほとんど何も
知らなかった。加えて、私はこの魅力的なフェローシップが提供される（教育基
礎論という―引用者注）分野については、まったく何も知らなかったのである
26。
　第二次大戦後、積極的に “ 大学院重点化政策 ” を展開していったコーネル大学にとっ
ては、国防教育法の成立は渡りに船であったであろう 27。この国防教育フェローシッ
プの成功は、その短期的な効果を見るか、もっと長期の効果を見るかで評価が分かれ
るところであろう。すなわち、大学院生に破格の待遇をあたえることで 3 年間で
Ph.D. 取得を可能にする（そして、その結果として、カレッジ教員を早急に養成する）
という点では、必ずしも成功したとは評価できないであろうが 28、大学院プログラム
を全国的に拡大するという点では、明らかに成功であった。シャープらの研究は、国
防教育法の最初の 4 年間の事業の結果として、以下の四点を明らかにしている 29。
　（ 1 ） 全体の約半分が人文学 / 社会科学の二分野の受賞者であった。
　（ 2 ） 受賞者は南部（特に南東部）の地域に集中している。
　（ 3 ） 女性の受賞者は 7 人にひとりであり、この比率は、博士候補生全体の女性の
比率より低いが、国防教育法以外のフェローシップ受賞者中の女性の比率よ
りやや高い。
　（ 4 ） 受賞者の過半数が既婚であった。この数は、博士候補生全体の既婚者の比率
とほぼ同じであり、かつ、国防教育法以外のフェローシップ受賞者中の既婚
者の比率より高い。
　このうち、（ 2 ）を立証した以下の表 1 は、国防教育法フェローシップの最大の受
益者は南部諸州にある大学院であったことを如実に物語っている。
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表 1 ．国防教育法フェローシップの地域別配分率
フェローシップの配分
博士号生産性 1960 年人口 1959 年度1960年度 1961年度 1962 年度
全地域 100 100 100 100 100 100
ニューイングランド 10 6 7 7 8 7
ミッドウエスト 25 21 14 16 16 17
五大湖 26 20 11 15 16 18
大平原 9 9 10 11 11 11
サウスイースト 9 22 27 23 23 21
サウスウエスト 5 8 9 9 8 9
ロッキー山脈 3  2 8 6 6 6
極西部地方 13 12 14 13 12 11
出典：Laure M. Sharp and Others. Study of NDEA Title IV Fellowship Program. 
Phase I （Bureau of Social Science Research, Inc., Washington, DC., March 1968）, 4, 
Table II.
　南東部は博士号生産性という点では全米のわずか 9 ％を占めるに過ぎなかったに
もかかわらず、初年度（1959 年）には実に全フェローシップの 27％が配分されてい
るのである。南部史家のジェフリー・ターナーは次のように指摘する。
　20 世紀の前半の時代、南部のキャンパスでは、研究はほとんど―そしてそ
の延長として大学院の教育もほとんど―行われていなかった。戦時下の国防上
の必要が、そしてすぐそれに続くことになる冷戦の国防プログラムが、南部諸大
学に、ますます増大する連邦の研究予算の分け前をもたらすことになった。この
資金が大学院プログラムの発展を刺激し、南部の研究大学の地位を向上させるこ
とになった。1960 年代半ばまでに、テキサス大学、ノースカロライナ大学、バー
ジニア大学、さらにまた、デューク、ヴァンダービルト、チューレーン、エモリー、
それにフロリダ州立大学は、全米の研究大学を 3 分割した際に中間層にランク
するようになった。にもかかわらず、最高品質という基準で言えば、これらの南
部諸大学は、南部以外の全国の大学に後れを取っていた 30。
　こうして、南部地域に属する大学院は、国防教育法フェローシップによって思わぬ
活況を呈することになった。それは、以下に見るように、アメリカ女性大学人協会の
新事業に対しても追い風となるのである。
4 ．アメリカ女性大学人協会によるカレッジ・ファカルティ・プログラムの創設
　アメリカ女性大学人協会は国防教育法の成立以前より、その組織内における潜在的
教員（現在、教職には就いていないが、機会があれば就く意思があり、かつ、それだ
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けの知識やスキルを所持していると思われる女性）の数を調査してる。
　1957 年、先のドーランが主査となり全米科学財団（NSF）からの補助金を得てお
こなわれたこの調査（「潜在的カレッジ教員の現代化のためのプロジェクト」と名付
けられた 31）の結果は、国防教育法が狙った「理数系の科目を担当できる教員の数」
という意味では必ずしもその期待に沿うものではなかったが、協会という組織内にお
ける潜在的教員はきわめて多いことを明らかにしたのである。ドーランは言う。
　なぜ、もっとも多くの会員が、（初等・中等教育の学校ではなく―引用者注）
カレッジで教えることを希望しないのか。それは、彼女たちが、必要とされる専
門性の度合いを過剰に高く見積もっており、本当のところは自分がそれに十分、
見合うとは考えていないからである。 2 年制カレッジの教員の現状、アメリカ
合衆国のカレッジにおける博士号を所持していない教員の比率、そして回答者た
ちの準備状況と教職レベルへの関心から見れば、慎み深さが、これらの人々を大
学教員として雇用する可能性を消してしまうべきではない
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のである 32。（強調は
原文のまま）
　アメリカ女性大学人協会 -NSF 調査の結果から、多数の潜在的女性大学教員の存在
を確信したドーランは、これらの人々を大学の教壇に立たせるべく、政策の立案に着
手する。彼女は、一方では、この問題に関心がありそうな大学人たちに書簡を送り、
意見を求めている。他方で、これをアメリカ女性大学人協会の事業としておこなうこ
との是非について、さまざまな高等教育関係団体と折衝を続けている。その最終的な
成果というべきものが、1959 年 7 月 27 日、ワシントン DC のアメリカ女性大学人
協会本部にアメリカ教育審議会（ACE）を筆頭として、アメリカ・カレッジ協会（AAC）、
アメリカ・ジュニア・カレッジ協会（AAJC）、高等教育協会（AHE）、州立大学協会
（ASU）、アメリカ教師教育カレッジ協会（AACTE）など、8 団体代表を結集させた、
「大学卒女性を大学教員へと再教育すること」をテーマとした会議であった。討議さ
れたのは、（ 1 ）再教育の機会を望む女性たちが、制度を創るに足るだけ多くいるのか、
（ 2 ） 再教育を受けた後、大学に雇用されるという根拠があるのか、（ 3 ）このような
教育を行うためにもっとも満足できる計画とはどのようなものか。大学院から、どの
ような協力が期待できるのか、（ 4 ）どのように実現させるのか。財政的裏づけのた
めには、どのような可能性があるのか、という 4 点であった。「このアイデアは、現
在必要とされている国家への貢献の一例として関心を寄せているのであり、これこそ
が、ディスカッションの根底にある哲学である」というのが、会議の冒頭でアメリカ
女性大学人協会の代表が指摘したことであった。議論は多岐に亘ったが、（ 3 ）と（ 4 ）
については、きわめて具体的な提言が行われている 33。最終結論は、出席者全員が賛
同するものとして、「今日合意した線で、アメリカ女性大学人協会が、財団からの支
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援のための企画書の原案を起草して、これを、本日の会議の出席者たちが検討し細部
をつめていく」34 というものであった。ドーランはこの結論に従って原案を作り、そ
れを会議の出席者たちだけでなく、全米の主要な大学院の研究科長等にも送り意見を
求めた。さらにドーランは、成人女性を対象とした同種のフェローシップ授与をおこ
なっている女性カレッジからの情報を収集、また、すでに判明している女性大学教員
養成に関わる問題の解決のために、さまざまな人々と書簡を交わしていく。この過程
で、多くの大学人たち等との書簡や情報の交換によって得た知見は大きかったといえ、
カレッジ・ファカルティ・プログラムは、ほぼドーランひとりによって、その形を整
えていったと言えよう 35。
　1961 年 6 月、アメリカ女性大学人協会の最高責任者であったトンプキンズ（Pauline 
Tompkins, 1918-2004. 当時の役職は General Director）が、三つの財団の代表と面会し、
カレッジ・ファカルティ・プログラムについて説明する。その結果、カレッジ・ファ
カルティ・プログラムはロックフェラー・ブラザース基金を得て 1962 年度から 3 年
間、総額で 285,000 ドルの補助金で実施されることが決定した。
　カレッジ・ファカルティ・プログラムは、先述のように、 3 年間の実験的プロジェ
クトであり、その特徴は以下のとおりであった。
　（ 1 ） 35 歳以上の、学士号以上を所持している女性が対象。フルタイムで就学する
こと。南部 11 州（南部中等学校・カレッジ協会が管轄）に居住する女性に限
定する。なお応募者は、アメリカ女性大学人協会の会員である必要はない。
　（ 2 ） 受賞者は、アメリカ女性大学人協会側が選定・協定を結んだ大学の中から、
自宅から通学できる距離にある大学を選ぶ。カレッジ・ファカルティ・プロ
グラム候補者の募集と受賞者決定はアメリカ女性大学人協会がおこなう 36。
　（ 3 ） アメリカ女性大学人協会は、初年度分の授業料等を全額負担し、かつ、給付
金を支給する。大学院の側には受け入れ大学院生数に応じて、教育援助費を
支給する。二年目以降の費用は、受賞者が当該大学等のフェローシップを獲
得するものとして、原則として、カレッジ・ファカルティ・プログラムの延
長はおこなわない。
　（ 4 ） 志望大学院の決定から学位取得に至るまで、アメリカ女性大学人協会が、受
賞者に対して様々な支援を提供する。
　
　以下、それぞれの項目について、若干の解説を加えることにする。
　（ 1 ） について。まず、なぜ、南部地域が選ばれたのか。アメリカ女性大学人協会
の側の記録には、南部は「大学教員不足がもっとも激しいと予想された」37
とあるが、すでに指摘したように、南部地域は、当時、“ 大学院重点化政策 ”
がめざましく進展していたわけであり、それだけ、新規の大学院生受け入れ
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には積極的であったと思われるのである。「フルタイムで就学」することが義
務付けられているため、他の仕事はたとえパートタイムであっても、おこな
うことができない（入学先の大学院での TA や RA といった仕事も不可。上
級学位取得に専念すべきである）。このことは、すでに仕事をもっている女性
たちには、それらを（さらには、仕事に伴う収入を）放棄することを求める
ことになる。換言すれば、そのような犠牲を払える熟年層の女性たちを募集
したことになる。「協会会員であるかどうかを問わない」と募集条件にあった
が、実際に選ばれたのは、圧倒的多数が非協会員であった。なお、この「南
部地域限定」という地理的な条件は、以下の（ 4 ）の問題も密接に関係して
いると推察しうる。
　（ 2 ） は、（ 1 ）の「35 歳以上」の女性という条件とも合わせて、既婚女性にとっ
ての大学院での学修を困難にする要件をできる限り軽減すること―大学院
には（引っ越しではなく）通学してもらうこと。既婚者で 35 歳以上であれば、
子どもはすでに学齢期になっており、育児負担が幾分軽いと考えられる―
ことで、家庭を犠牲にすることなく、ワーク・ファミリー・バランス（この
場合のワークは大学院での学修）をできる限り尊重したものである。さらに、
協会の側があらかじめ選定大学院のリスト（言うまでもなく、熟年層の女性
を受け入れることを確約した大学院）を作成しており、そこから、通学でき
る州内の大学院のプログラムを選ぶことになる（ただし、ヴァージニア州の
場合は、近接のワシントン D.C. 所在の大学院も可）。この点、国防教育法が
そうであったように、大学院プログラムは、まったく個人の選択に任せるの
ではなく、制限が加えられていることになる。
　（ 3 ） は、今回のフェローシップ運営の根幹にかかわる問題であり、協会のアーカ
イブズには、さまざまな試算結果が残されている 38。すなわち、フェローシッ
プ受給年限を長くすれば受賞者の数を減らさざるをえないわけであり、そう
なると、このプロジェクトの本来の目的である、多くの女性大学教員の養成
という趣旨に背くことになってしまう。結局、原則
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1 年間のみのフェローシッ
プ支給に落ち着いたわけである。「原則として延長はない」ということであっ
たが、実際には、少なからぬ受賞者に、「あとわずかで学位取得が可能」とい
う理由で「延長（ただし、 1 セメスターのみ）」を認めている。なお、国防
教育法と同じように、協力大学にも補助金が支給されるわけであるが、こち
らの方は、実にささやかなものであった。
　（ 4 ） 応募者は書類選考と同時に面接（interview）を受けたが、それは、選考であ
ると同時に、まさにカウンセリングと呼ぶべきものであった。面接は、地域
ごとに何度も開催され、会場を訪れた女性たちに対して、協会から出張して
きた担当幹部が個別に相談に応じているのである。たとえば、1963 年度の応
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募者に対しては、299 名がこのカウンセリングを受けている。応じたのは、
前出のアメリカ女性大学協会最高責任者であったトンプキンズ、ドーラン、
他 2 名が、11 州すべて（たとえばアラバマ州であれば、州都モンゴメリを
はじめ 5 市など）を巡回している。ここでのカウンセリングで得た候補者の
情報はそのまま、最終的な受賞者選考で使用されることになった 39。この点、
全米ではなく南部 11 州に限定したことは、このプログラムにとって大きな意
味があったと言えよう。このほか、各州の協会組織が主催する「応募説明会」
「相談会」も開催されている 40。ひとたび、大学院に入学したあとは、セメス
ターごとの成績が協会に報告され、協会の側は、それぞれの受賞者にあった
対応を―以下に見るリフレッシャー期間の諸問題から、学位論文のテーマ
の選び方に至るまで―していった 41。特に問題として挙がってきたために
協会が力を入れた活動は、一つは、熟年女性層へのカウンセリングの体制に
ついてであり、もうひとつは、協会が「リフレッシャー」と呼んだ活動―
長期間、学業を離れていた女性たちが、大学での課業へ「記憶を新たにする
こと」であると同時に、学修への構えを取り戻すこと―であった。いずれも、
具体的で詳細な記録はほとんど残されていないため、歴史的な論証という点
では難があるが、恐らく、この（ 4 ）こそが、このカレッジ・ファカルティ・
プログラムを成功させた隠れた動因であったと思われる。
5. 誰が選ばれたのか　
　先述のように、ドーランは、潜在的女性大学教員がきわめて多いと予測したのであ
るがこれは的中し、「南部11州に居住する35歳以上の学士号以上を所持している女性」
という幾重にも亘る限定があったにもかかわらず、初年度（1962-63 年度）は 108 名
の応募があり 17 名が受賞した。カレッジ・ファカルティ・プログラムへの照会数だ
けをカウントした場合は、1962 年 6 月 30 日の時点で 1,169 件を数えたというから、
やはり多大な反響があったとみなしうる。同様にして、 2 年目（1963-64 年）は応募
数 198 件、受賞者数 44 件、最終年度（1964-65 年）は応募数 202 件、受賞者数 65 件
であった 42。
　 3 年間を通しての受賞者の属性をいくつか挙げてみるならば、平均年齢は 42 歳、
婚姻状態は 87％の受賞者が既婚、82％の受賞者が 2 人以上の子どもを持っていた。
配偶者である夫の職業は、高度専門職だけで約半数、これにビジネスを合わせて
70％近い比率を占めていた。
　自宅から大学院までの所要通学時間（往復）は、「30 分未満」と「31-60 分」で受
賞者の 62％を占めており、これもまた、カレッジ・ファカルティ・プログラムに多
くの応募者を集めた一因であったと考えられる 43。
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　大学史の観点から興味深い属性は、これらの受賞者たちが応募し、籍を置いた大学
院はすべて白人の大学であった―歴史的に黒人が圧倒的多数の大学（Historically 
Black Colleges and Universities）はただの一大学も含まれていない（以下の表 2 を
参照）。このことは、受賞者にはアフリカ系アメリカ人女性がひとりもいなかったこ
とを強く示唆している。ロックフェラ ・ーブラザース基金への報告書簡において、ドー
ランは以下のように述べている。
　大きく失望したことがひとつあります。ニグロ（原文のまま―引用者注）の受
賞者がカレッジ・ファカルティ・プログラムの参加者のひとりになれなかったこ
とです。私たちとしては、彼女の生活上の様々なことについて調整するために多
大な時間をあたえるあらゆる努力をはらったにもかかわらずです 44。
　ただし、カレッジ・ファカルティ・プログラムを企画立案している段階で、南部諸
州の私立・州立大学の授業料・納付金リストを作成した際、その中には、歴史的に黒
人が圧倒的多数の大学が複数、含まれていた 45。
　カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者受け入れ大学一覧には、一方ではすで
に指摘したように、国防教育法フェローシップによって、大学院の活性化を進めてい
た一群の研究大学があり、他方では、小規模なリベラル・アーツ・カレッジ、特に女
性だから志望できる大学―コンヴァース・カレッジ、テキサス女子大学など―の
一群があり、その中間に各種の州立大学が入っているという構図になっている。いず
れも、当時においても現在においても、南部地域における一流と目される大学である。
表 2 ．カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者の在籍大学
オーバーン大学 アラバマ州 Auburn University
ジャクソンビル州立カレッジ アラバマ州 Jacksonville State College
アラバマ大学 アラバマ州 University of Alabama
マレー州立カレッジ オクラホマ州 Murray State College
ケンタッキー大学 ケンタッキー州 University of Kentucky
ルイビル大学 ケンタッキー州 University of Louisville
クレムソン大学 サウスカロライナ州 Clemson University
コンヴァース・カレッジ サウスカロライナ州 Converse College
サウスカロライナ大学 サウスカロライナ州 University of South Carolina
エモリー大学 ジョージア州 Emory University
ジョージア大学 ジョージア州 University of Georgia
ノーステキサス州立大学 テキサス州 North Texas State University
南メソジスト大学 テキサス州 Southern Methodist University
テキサス A&I カレッジ テキサス州 Texas College of Arts and Industries
テキサス・クリスチャン大学 テキサス州 Texas Christian University
テキサス女子大学 テキサス州 Texas Woman's University
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トリニティ大学 テキサス州 Trinity University
ヒューストン大学 テキサス州 University of Houston
テキサス大学 テキサス州 University of Texas
ピーボディ・カレッジ テネシー州 George Peabody College for Teachers
メンフィス州立大学 テネシー州 Memphis State University
ミドルテネシー州立大学 テネシー州 Middle Tennessee State University
テネシー大学 テネシー州 University of Tennessee
ヴァンダービルト大学 テネシー州 Vanderbilt University
ノースカロライナ州立大学（ロー
リー） ノースカロライナ州
North Carolina State College 
at Raleigh
イースト・カロライナ・カレッジ ノースカロライナ州 East Carolina College
ノースカロライナ大学 ノースカロライナ州 University of North Carolina
ノースカロライナ大学グリーンズ
ボロ校 ノースカロライナ州 
University of North Carolina 
at Greensboro
マディソン・カレッジ バージニア州 Madison College
オールド・ドミニオン・カレッジ バージニア州 Old Dominion College
リッチモンド大学 バージニア州 University of Richmond
アメリカン大学 ワシントン D.C. American University
カトリック大学 ワシントン D.C. Catholic Unicersity
ジョージタウン大学 ワシントン D.C. Georgetown University
ジョージ・ワシントン大学 ワシントン D.C. George Washington University
フロリダ州立大学 フロリダ州 Florida State University
ローリンズ・カレッジ フロリダ州 Rollins College
フロリダ大学 フロリダ州 University of Florida
マイアミ大学 フロリダ州 University of Miami
ミシシッピ州立大学 ミシシッピ州 Mississippi State University
ミシシッピ大学 ミシシッピ州 University of Mississippi
ルイジアナ州立大学 ルイジアナ州 Louisiana State University
ノースウェスタン州立大学ルイジ
アナ ルイジアナ州
Northwestern State College 
of Louisiana
テューレーン大学 ルイジアナ州 Tulane University
南西ルイジアナ大学 ルイジアナ州 University of Southwestern Louisiana
出 典：AAUW Educational Foundation. College Faculty Program, Final Report 
Appendix D. AAUW Archives, Microfilm Reel 132, VI:76.
　 3 年間で 126 人の女性の大学院入学を支援したわけであるが、この中でフェロー
シップの途中放棄は 10 名であった。カレッジ・ファカルティ・プログラム終了直後
の 1967 年 6 月時点で、84 名が学位取得（博士号 7 名、修士号 77 名）、現に大学で
教えている女性が 66 名（内、20 名はテニュア獲得）という結果を示した 46。これら
の女性たちの雇用大学一覧は以下の表 3 のとおりである。
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表 3 ．カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者の雇用大学
アラバマ大学 アラバマ州 University of Alabama
ジャクソンビル州立カレッジ アラバマ州 Jacksonville State College
オーバーン大学 アラバマ州 Auburn University
マレー州立カレッジ オクラホマ州 Murray State College
ケンタッキー大学 ケンタッキー州 University of Kentucky
ルイビル大学 ケンタッキー州 University of Louisville
クレムソン大学 サウスカロライナ州 Clemson
コンヴァース・カレッジ サウスカロライナ州 Converse College
ジョージア大学 ジョージア州 University of Georgia
エモリー大学 ジョージア州 Emory University
ヒューストン大学 テキサス州 University of Houston
トリニティ大学 テキサス州 Trinity University
テキサス・クリスチャン大学 テキサス州 Texas Christian
テキサス大学 テキサス州 Texas State
テキサス大学 テキサス州 University of Texas
南メソジスト大学 テキサス州 Southern Methodist
ピーボディ・カレッジ テネシー州 Peabody
ヴァンダービルト大学 テネシー州 Vanderbilt
ノースカロライナ州立大学 ノースカロライナ州 North Carolina State College
ノースカロライナ大学 ノースカロライナ州 University of North Carolina, Chapel Hill
イースト・カロライナ・カレッジ ノースカロライナ州 East Carolina College
リッチモンド大学 バージニア州 University of Richmond
オールド・ドミニオン・カレッジ バージニア州 Old Dominion College
マイアミ大学 フロリダ州 University of Miami
フロリダ州立大学 フロリダ州 Florida State University
ローリンズ・カレッジ フロリダ州 Rollins College
フロリダ大学 フロリダ州 University of Florida
フロリダ州立大学 フロリダ州 Florida State University
ミシシッピ州立大学 ミシシッピ州 Mississippi State College
ノースウェスタン州立大学ルイジ
アナ ルイジアナ州
Northwestern State College 
of Louisiana
ニューオリンズ大学 ルイジアナ州 University of New Orleans
ルイジアナ州立大学 ルイジアナ州 Louisiana State University
南西ルイジアナ大学 ルイジアナ州 University of SW Louisiana
カトリック大学 ワシントン D.C. Catholic University
ジョージ・ワシントン大学 ワシントン D.C. George Washington University
アメリカン大学 ワシントン D.C. American University
出 典：AAUW Educational Foundation. College Faculty Program, Final Report 
Appendix F. AAUW Archives, Microfilm Reel 132, VI:76.
　この表を先のカレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者の在籍大学一覧と比較す
ると、ほぼ重なり合うことが分かるであろう。今回の研究では受賞者の学位取得後の
キャリアを詳細に検討することができなかったが、学位を取得した大学にそのまま雇
用されたケースも少なくなかったと思われる 47。少なくとも、カレッジ・ファカルティ・
プログラムを受賞した熟年層の女性たちを大学院生として受け入れた大学は同時に、
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これらの女性たちを教員として受け入れることをも厭わなかったということができよ
う。この点は再び、カレッジ・ファカルティ・プログラムの設計の段階から織り込み
済みの論点であった―受賞者は、大学院教育を受けるためだけに転居するわけには
いかないのと同様、学位取得がかなっても、今度は家族をおいて赴任することもきわ
めて難しいから、できる限り手近で潜在的就職先が多い地域で学ぶことが重要である
―と思われる。なお、本プログラムが開始される時点では予想されていた、 4 年
制大学ではなく短期大学（コミュニティ・ジュニア・カレッジ）への就職の可能性
―これは、上記の、家庭の近くでの就職という論点にも重なる―という点では、
少なくとも、この時点では実際にはなかったということになる。
6 ．カレッジ・ファカルティ・プログラムの大学史上の意義
　熟年層の大学卒女性が大学教員となることを支援するフェローシップがカレッジ・
ファカルティ・プログラムであったわけであるが、このプログラムの成立には、やは
りロックフェラー・ブラザース基金というスポンサーの存在が欠かせなかった。それ
は、本論文冒頭に触れた、プロジェクトが成功裏に終了した後の 1965 年以降、協会
州管区によるボランタリーなプロジェクトとして継続・拡大された、第二期の事業と
比較すれば明白であろう。
　それはどのようなことか。
　第一期は、財団からの 3 年間総額 285,000 ドルの補助が約束されていたために、
あらかじめ必要な資金が確保されていた。協会のアーカイブズ史料によれば、初年度
については、25 名の受賞者を予定（実際には、既に見たように 17 名が受賞）して、
以下のような予算を建てていた（表 4 。会計年度との関係で、給付金・授業料につ
いては、半年分だけ支払う計算になっている）。
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表 4 ．カレッジ・ファカルティ・プログラム初年度予算（授業料および給付金関係）
授業料および給付金
受賞者数：25 名
給付金（一人当たりの平均額）
500 ドル× 25（ただし半年分支給） 6,250 ドル
授業料
公立　225 ドル× 13 大学（ただし半年分支給） 1,463 ドル
私立　900 ドル× 12 大学（ただし半年分支給） 5,400 ドル
大学への教育補助金
公立　225 ドル（ １ 年分）× 13 大学 2,925 ドル
私立　500 ドル（ １ 年分）× 12 大学 6,000 ドル
総計 22,038 ドル
出典：A Program for the Further Education of Mature College Women for College 
Faculty: Budget for Use of $75,000 and Interest January 1  through December 31, 
1962. AAUW Archives, Microfilm Reel 100, VI:257:34.
　以上に、プログラム運営費（スタッフ人件費、事務費、旅費等）が 21,922 ドル計
上されており、総経費が 43,960 ドルとなる。全額執行してもなお潤沢な残額が出る
ことになる。
　だが、協会州管区によるボランタリーなプロジェクトとしての第二期は、まずは、
各州管区で募金をしつつ候補者を募集・選考していくということになり、「資金確保」
と「候補者確保」のどちらかが不首尾に終われば事業は成り立たない。以下の表 5 は、
第二期プロジェクトの 1 年目（1966/67 年度）への 1966 年 3 月 25 日時点での寄付
の状況である。
表 5 ．カレッジ・ファカルティ・プログラム第二期への寄付金（1966 年 3 月 25 日現在）
寄付者 寄付金 特記事項
カリフォルニア州管区
モーティマー・フレイシャッカー財団 2,000 ドル
シアーズ・ローバック財団 2,000 ドル
リットン・インダストリーズ財団 100 ドル
コングリゲーション・ベス・エーム 100 ドル
計 4,200 ドル
イリノイ州管区
シカゴ・コミュニティ・トラスト * 2,000 ドル * 社会科学・生物科学限定
シアーズ・ローバック財団 1,500 ドル
南イリノイ大学 * * 授業料免除
計 3,500 ドル
ミシガン州管区
クライスラー社財団 2,000 ドル
ミセス・ジョージ・W.W.・バートン 500 ドル
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クライスラー社財団 5,000 ドル
シヴィック・ファンド 2,000 ドル
シアーズ・ローバック財団 1,500 ドル
計 11,000 ドル
ミネソタ州管区
ウォーカー財団 * 1,200 ドル * ツイン・シティーズ住民限定
ナッシュ財団 250 ドル
マックナイト財団 2,000 ドル
ビーン財団 1,000 ドル
ビゲロウ財団 500 ドル
シアーズ・ローバック財団 1,500 ドル
計 6,450 ドル
オハイオ州管区
グレゴリー・インダストリーズ 100 ドル
メディカル・エコノミクス・ビューロー 200 ドル
セントラル・セキュリティ・ナショナル銀行 100 ドル
シアーズ・ローバック財団 1,500 ドル
フィンリー出版 50 ドル
ロレーン・プロダクツ 500 ドル
ミスター・ウィリアム・ベケット 25 ドル
AAUW ハミルトン支部 100 ドル
トレド・トラスト 100 ドル
計 2,675 ドル
オレゴン州管区
コリンズ財団がマッチング・ファンドを条件
に 2,000 ドルを上限に寄付の意向あり。
テキサス州管区
AAUW アビリーン支部 10 ドル
ミセス・J. ホーマー・ジョーダン 5 ドル
計 15 ドル
ワシントン州管区
ミス・ウィニフレッド・E.・ウェーター 2,000 ドル
シアトル財団 2,000 ドル
AAUW シアトル支部 2,000 ドル
AAUW ウィラパシフィック支部 100 ドル
AAUW ベリンガム支部 300 ドル
AAUW スポーケン支部 300 ドル
計 6,700 ドル
出典：Contributions to the College Faculty Program II Budget Sheet. Women and 
Leadership Archives, Loyola University of Chicago. Eleanor F. Dolan Papers. Box 
37, Folder3.
　“ 貧者の一灯 ” 方式の寄付が通用する時代はすでに過ぎており、財団、銀行、保険
会社、一般企業、宗教団体と、個人ではなく大口の団体スポンサーを探すことが絶対
に必要であった。このうち、最大のスポンサーはやはり各種財団であることが明らか
である。ただし、その財団は場合によっては寄付に条件を付けること―たとえば、
ウォーカー財団は、地元のセント・ポール市とミネアポリス市住民限定、コリンズ財
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団に至ってはマッチング・ファンドが条件―があったわけであり、この場合は必ず
しも使いやすい資金とはならなかった。上記の表では、テキサス州管区が集めた資金
はわずか 15 ドルで、このままでは到底、1966/67 年度のプロジェクトは立ちあげる
ことができなかったであろう 48。資金的にこのような危うい状況は、結局、プロジェ
クトの打ち切りという結果にならざるを得ず、オレゴン州管区はわずか 1 年で、カ
リフォルニア州管区は 2 年目（1967/68 年度）で撤退を余儀なくされる。これとは
逆に、ニュージャージー、ペンシルヴァニア、ヴァージニアの各州管区が、後から加
わっていくが、結局、この第二期プロジェクトは 1970 年を迎える前にフェイドアウ
トすることになった。
　以上、明らかにしたことは、アメリカ合衆国大学史における大学と財団というテー
マに新たな知見を加えるものであろう。
　では、熟年層の大学卒女性が大学教員となる途には、どのような障害があったのか
―カレッジ・ファカルティ・プログラムは、1960 年代初頭という時代のアメリカ
合衆国の社会体制を前提とした上で、この課題の解決を志向し、一定の成果をあげる
ことができた。特に、ワーク・ファミリー・バランスを見事に配慮した制度であり、
この点、カレッジ・ファカルティ・プログラムに関する最終報告書が、カレッジ・ファ
カルティ・プログラムは、「（今回はカレッジ・ファカルティ・プログラムに参加しな
かった―引用者注）他の女性たちにとっては、家庭と家族とキャリア準備とを結び
つける可能性を証明した」49 と結んだのもゆえなきことではない。しかしながらそれ
は、この時代の性的役割分業を基本的に前提とした上での改革であった。
　カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者に、大学での学修が終わってからどの
程度のタイムスパンが経過しているか尋ねたところ、「 3 - 9 年」と回答した女性が
22％、「10 年」が 37％であり、これは、過半数の女性たちにとっては、入学後の大学
院とその課業への適応が大きな課題であったことを意味しており 50、アメリカ女性大
学人協会は支部組織を挙げて、これらの女性を支援するプログラム―すでに見た「リ
フレッシャー」―を提供した。熟年層への大学院継続教育の有効性そのものは、復
員軍人援護法によってすでに実証済みであったが、そこに存在したジェンダー・イン
バランスには留意されなかったわけである。
　カレッジ・ファカルティ・プログラムは、ドーランの報告の中で繰り返し語られる
ように、女性のみが必要とするような支援とそのための組織・制度の必要性を―協
会が、「カウンセリング」と呼んだ働きかけを―明らかにしたのである。1965 年 6
月から 8 月にかけて、アメリカ女性大学人協会と米国労働省が共同でおこなった、
成人女性を対象にしたカウンセラーの養成講座において、ドーランはカレッジ・ファ
カルティ・プログラムを紹介しながら、次のような興味深い発言をしている。カレッ
ジ・ファカルティ・プログラムが実証したことは、適切なカウンセリングがあれば、
現在の教育達成は限られたものであっても、全面的な発展が望めるということである。
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しかし現実には、参考になる資源はきわめて限られていた。これまで、熟年層の女性
へ特化したカウンセリング・プログラムおよびカウンセラーの養成が行われてこな
かったからである。
　きわめて遺憾なことであるが、少なくともミドルクラスの女性の中には、家庭
で過ごしていた年月の間に、自分自身への信頼が、さらに個人としての潜在力へ
の自信が、大幅に減衰してしまったことが報告されているのであり、この信頼と
自信の回復こそ、カウンセラーにとっての主要な仕事なのである 51。
　フリーダンの著書『女らしさの神話』（1963 年）が出版されたのは、まさにカレッジ・
ファカルティ・プログラムが実施されていった時代であり、この著書の第 10 章には、
ひとたびは修士号を取ろうと大学院に戻ることを決意しつつも、結局は、その希望を
放棄することで少なくとも一旦は満足する女性のエピソードが描かれている 52。これ
とは逆に、カレッジ・ファカルティ・プログラム受賞者たちは、国防教育フェローシッ
プが狙ったように、速成学位をとっていち早く大学教員のポストを手に入れるという
進路を取ったのではなく、むしろ、時間がかかっても、より伝統的な学位（MA や
MS、そして Ph.D. 学位）への途を志した。このことは究極的には、「家庭と家族とキャ
リア準備とを結びつける可能性」をかえって危うくすることであった 53。しかしなが
ら、「この信頼と自信の回復こそ、カウンセラーにとっての主要な仕事なのである」
というドーランの発言は、問題を個人の心の在り方に集約してしまうのではなく、む
しろ、女性を家庭の中に閉じ込めている―それによって女性は、もともと持ってい
た有能感が大幅に減衰させられてしまう―社会体制を問うているのであり、その社
会体制の変革に、カウンセラーが関わっていくことを展望しているのである。この問
題は、1970 年代以降、フェミニスト・セラピーとして理論化され実践されていくこ
とになる。
* 本研究は、科研費による研究「米国における大学教授職構造変動下の女性大学教員
のキャリア形成支援システムの研究」（基盤研究（C）、18K02715）の成果の一部であ
る。
注
1   カレッジ・ファカルティ・プログラムを報道した新聞記事は、それこそ枚挙にい
とまがないというべきである。一例を挙げれば、”College-Career Grants to Three 
Women,” The Courier-Journal (Louisville, KY) May 6, 1963, 17. アメリカ合衆国で
は基本的に全国紙は例外であるから、あまたある新聞すべてが地方紙であり、そ
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の地方紙がカレッジ・ファカルティ・プログラムについてなにがしかの報道をし
たとしても、さほど大ニュースとは思えないかもしれない。「ケンタッキー・バプ
ティスト病院の看護部長、ルイヴィル大学教授の奥方、それにケンタッキー州ク
イックサンドの女性、以上 3 名に、昨日、カレッジの仕事に就く準備のための補
助金が授与された」というリード文で始まる、上記のケンタッキー州ルイヴィル
の新聞社の記事もまた、この意味では、さほどの重要性が認められないかもしれ
ない。しかしながら、そのような地方紙でも、紙面全体の中でも扱いをも考慮す
れば、やはり、このカレッジ・ファカルティ・プログラムが、当時のアメリカ合
衆国社会の中でどのように扱われたのかを考察する手掛かりになろう ( ちなみに、
この記事では、三人の女性のうちの二人の顔写真が掲載されている )。なお、アメ
リカ女性大学人協会は本部でプレス・リリースを出しており、それが、AP などの
通信社経由で、全米の新聞に掲載されたと判断される記事も散見する。
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Reeducating Mature Women for College Teaching: 
American Association of University Women’s College Faculty Program 
in the 1960s.
Tatsuro SAKAMOTO
　This paper concerns the College Faculty Program established by the American Association 
of University Women in the early 1960s. Intended to support women 35 years of age or older 
with a bachelor’s degree who wanted to enroll in graduate school to pursue a career as a 
college faculty member, the program received a grant from the Rockefeller Brothers Fund, and 
its three-year pilot project began in 1962. This was a kind of fellowship program, though it 
was distinguished by the fact that it was limited to women, and “matured women” at that.
　Even outside of the Association, the pilot project was praised as a success story, and after it 
initially ended in 1965, it was resumed and expanded into a project to be taken up by each of 
the Association’s State Divisions. Ultimately, this movement to promote women’s higher 
education came to represent the Association in the 1960s.
　First, by analyzing the provisions for fellowships in the National Defense Education Act of 
1957 and the way in which fellowships were to be granted under it, this paper shows that the 
Act had a significant effect on the subsequent establishment of the College Faculty Program.
　Next, an analysis of how the College Faculty Program was established and how it was 
operated in practice is used to identify the kinds of people who were actually selected for the 
program among “women 35 years of age or older with a bachelor’s degree.”
　Finally, the paper ends with a consideration of the significance of the program in relation to 
the history of higher education in the United States.
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